
さいたま市ごみ収集所の設置及び管理に関する要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、市民の生活環境の保全を図り、ごみの収集作業の安全及び効率を確保するとともに、

利用者と近隣住民との融和を図るため、ごみ収集所の設置及び管理の基準等について必要な事項を定め

るものとする。

（定義）

第２条 この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ 家庭ごみ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第２項に規

定する一般廃棄物のうち、事業活動に伴って排出された物以外の物をいう。

⑵ ごみ収集所 市が家庭ごみを収集するまでの間、家庭ごみを一時集積しておくための場所及び設

備をいう。

⑶ 住宅等 戸建住宅、共同住宅、寄宿舎等の人の居住の用に供する建築物（店舗、事務所等との併

用住宅を含む。）をいう。

⑷ 設置対象事業 次の各号のいずれかに該当するものをいう。

ア 同一の、又は隣接した敷地に５戸以上の住宅等を新築する事業（住宅等の新築後１年以内に同

一の者が当該住宅等と同一の、若しくは隣接した敷地に住宅等を新築し、又は当該住宅等を増築

する場合にあっては、それらの戸数を合算した戸数が５戸以上となる場合を含む。）

イ 既存の住宅等にごみ収集所を新設する事業

ウ 既存のごみ収集所の形状を変更する事業

⑸ 事業者 設置対象事業を行う者をいう。

⑹ 利用者 ごみ収集所を利用する者をいう。

（事業者の責務）

第３条 事業者は、設置対象事業を行うに当たっては、この告示に定める事項を遵守して、適切にごみ収

集所を設置しなければならない。

（代理者の責務）

第４条 事業者に代わって住宅等の設計、建築等を行う者は、事業者にごみ収集所の設置が必要であるこ

とを説明し、事業者が適切にごみ収集所を設置するように努めるものとする。

（利用者の責務）

第５条 利用者は、市長の指示に従い、家庭ごみの減量化及びごみ収集所の適切な管理に努めるものとす



る。

（協議等）

第６条 事業者は、ごみ収集所の設置について、別に定める近隣住民等（以下「近隣関係者」という。）

と事前に協議し、同意を得るものとする。

２ 事業者は、前項の規定による事前協議後、設置しようとするごみ収集所が第１０条から第１２条まで

の規定（以下「設置基準」という。）に適合しているか、ごみ収集所設置に関する協議書（様式第１号。

以下「協議書」という。）により市長と協議しなければならない。

３ 前項の規定による協議は、協議書にごみ収集所に関する次に掲げる書類を添えて申請するものとする。

⑴ 案内図

⑵ 周辺道路の幅員を表示した配置図

⑶ 敷地境界線、側溝、ガードレール、縁石等を図示した平面図

⑷ 立面図

⑸ 近隣関係者との協議記録（様式第２号）

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

４ 第２項の規定による協議は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める期限までに終えなけれ

ばならない。

⑴ 設置対象事業が建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条若しくは第６条の２の規定によ

る建築確認を要する建築物又は同法第１８条第２項の規定による計画通知を要する建築物の建築で

ある場合 当該建築確認の申請又は計画通知まで。

⑵ 前号以外の場合 設置対象事業の開始まで。

５ 市長は、第２項の規定による協議が成立した場合は、協議書を事業者に交付するものとする。

（新築４戸以下の場合における既存のごみ収集所の管理者等の同意）

第７条 同一の、又は隣接した敷地に４戸以下の住宅等を新築する事業を行う者は、利用しようとする既

存のごみ収集所の管理者及び利用者の同意を得るものとする。

（ごみ収集所の設置の例外）

第８条 第６条及び前条の同意が得られない場合、事業者又は同一の、若しくは隣接した敷地に４戸以下 

 の住宅等を新築する事業を行う者は、ごみ収集所の設置について、市長と協議することができる。

２ 前項の協議を行った場合、市長が必要と認めるときには、新たにごみ収集所を設置することができる。

（準用）



第９条 第３条、第４条、第６条第１項（第７条の同意が得られない場合に限る。）及び第２項から第５

項まで並びに第１３条から第１６条までの規定は、前条の規定により設置するごみ収集所の設置及び

管理について準用する。この場合において、これらの規定中「事業者」とあるのは「事業者又は同一

の、若しくは隣接した敷地に４戸以下の住宅等を新築する事業を行う者」と読み替えるものとする。

（設置場所）

第１０条 ごみ収集所の設置場所は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 市が家庭ごみを収集する作業（以下「収集作業」という。）の安全が確保できる場所であること。

⑵ 国道、県道等の交通量が多い道路又は道幅が狭い道路等の車両のすれ違いが困難な道路に面した

場所でないこと。

⑶ 市が家庭ごみを収集するための車両（以下「収集車」という。）にごみを直接積み込むことがで

きること。

⑷ 車道と歩道がガードレール、縁石等で分離されている等ごみ収集所の周辺が収集作業に困難とな

る状態にないこと。

⑸ 収集車が道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）に規定する駐停車禁止区域に停車しなくては

ごみを直接積み込むことができない場所でないこと。

⑹ ごみ収集所を住宅等の敷地の内部に設ける場合は、収集車が容易に方向転換し、又は通り抜ける

ことができること。

⑺ ５０世帯以上が利用するごみ収集所にあっては、収集作業に要する時間を考慮し、収集車が停車

しても支障がない場所であること。

（面積）

第１１条 ごみ収集所の有効面積（以下「面積」という。）は、ごみ収集所を利用する世帯（以下「利用

世帯」という。）１世帯につき０．２５平方メートルとし、利用世帯が１０世帯を超える場合にあって

は、２．５平方メートルに利用世帯１世帯につき０．２平方メートルを加えた面積とする。

２ 前項の規定にかかわらず、専用面積が３０平方メートル未満の住戸を過半数以上有する共同住宅に設

置するごみ収集所の面積は、利用世帯１世帯につき０．２平方メートルとし、利用世帯が１０世帯を超

える場合にあっては、２平方メートルに利用世帯１世帯につき０．１平方メートルを加えた面積とする。

３ 前２項の場合において、ごみ収集所の最小面積は、２平方メートルを確保しなくてはならない。

（構造）

第１２条 ごみ収集所の構造は、次に掲げるとおりとする。



⑴ 床をコンクリートとすること。

⑵ 三方を内のり高１メートル以上のコンクリート若しくはブロックの塀で囲み、間口を２メートル

以上確保するか、又は屋根付密閉型耐火造とすること。

⑶ 屋根を取り付ける場合は、天井の高さを２メートル以上に、戸口の高さ１．９メートル以上にす

ること。

⑷ 扉を取り付ける場合の形状は、収集作業に支障がないものとし、開口幅は１．５メートル以上を

確保すること。

⑸ ごみ収集所に面する道路の交通量、交通規制等を十分配慮し、歩行者等の危険防止のための設備

が必要な場合は、これを設置すること。

⑹ ごみ収集所に給排水の設備を設ける場合は、下水道担当課と協議し、ゆるやかな勾配を設けるこ

と。

⑺ ごみ収集所が建築物に隣接する場合は、収集車が接近し、又は通過することを考慮し、収集車の

経路等を確保すること。

（補助設備）

第１３条 事業者は、共同住宅について、自動積込式貯留設備等の設備であって当該共同住宅から排出さ

れるごみ１日当たりの量の８日分以上を貯留できるものを設け、ごみの減量化及び収集作業の効率化を

図ることができる。

２ 市長は、事業者が前項の設備を共同住宅に設置する場合には、第６条第２項に規定する協議のほか必

要な協議を行った上で、設置基準を緩和することができる。

３ 第１項の設備の維持管理については、利用者の責任において行い、収集作業に支障のないようにしな

くてはならない。

（報告）

第１４条 事業者は、ごみ収集所を設置し、又は形状を変更する工事が完了したときは、ごみ収集所設置

完了届（様式第３号。以下「完了届」という。）を速やかに市長へ提出するものとする。

（検査）

第１５条 市長は、前条の規定により完了届が提出されたときは、当該ごみ収集所を検査し、第６条第２

項に規定する協議の内容及び設置基準を満たしていないと認めるときは、そのごみ収集所を不適合とす

るものとする。

２ 市長は、前項の規定によりごみ収集所を不適合としたときは、その旨及び理由並びに改善のための期



限を事業者に文書で伝えるものとする。

３ 事業者は、第１項の規定によりごみ収集所が不適合となった場合は、自らの責任において前項に規定

する期限までに改善し、改めて完了届を提出しなければならない。

４ 第１項及び第２項の規定は、前項の規定による完了届の提出があった場合に準用する。

（収集申請）

第１６条 事業者は、当該ごみ収集所における収集作業を開始するよう市長に求めるときは、一般廃棄物

（家庭ごみ）収集所に係る申請書（様式第４号）により申請しなければならない。

（管理責任）

第１７条 利用者は、次に掲げる事項を実施しなければならない。

⑴ ごみ収集所の利用について、あらかじめ利用に関する規約を定め、当該規約のとおりごみ収集所

を利用するようにすること。

⑵ 自己の責任において、ごみ収集所及びその周辺を常に清潔に保ち、悪臭、害虫の発生等により周

辺の生活環境を損なわないように努めること。

⑶ ごみ収集所の安全衛生等に支障を生じた場合、又は市長の指導を受けた場合に、適切な措置を講

じ、市長の指定する日までに改善すること。

（寄附等）

第１８条 市は、ごみ収集所の寄附又は贈与の申出を受けないものとする。

（その他）

第１９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２１年７月１日から施行する。

（さいたま市ごみ収集所設置基準の廃止）

２ さいたま市ごみ収集所設置基準（平成１３年さいたま市告示第７６号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この告示の施行の日の前日までにこの告示による廃止前のさいたま市ごみ収集所設置基準第２条第１

項の規定により協議の申請のあったごみ収集所の設置基準（当該協議に関する設置対象事業に係る設置

基準に限る。）については、なお従前の例による。

４ 前項に規定するもののほか、この告示の施行の日の前日までにこの告示による改正前のさいたま市ご



み収集所設置指導要綱及び廃止前のさいたま市ごみ収集所設置基準の規定によってなされた手続その他

の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。

（施行期日）

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この告示による改正後のさいたま市ごみ収集所の設置及び管理に関する要綱第１１条及び第１２条の

規定はこの告示の施行の日以後の協議の申請に係るごみ収集所について適用し、同日前の協議の申請に

係るごみ収集所については、なお従前の例による。



様式第１号（第６条関係）

（協議書番号    －    ）

ごみ収集所設置に関する協議書

年  月  日  

                     住  所

                 事業者 氏  名          

                     電話番号
※法人の場合は記名押印してください。
法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

 ごみ収集所の設置について、近隣関係者と協議を行いましたので、次のとおり協議

を願い出ます。

建築物の所在及び

地番

建 築 物 の 用 途 戸建住宅・共同住宅・共同住宅（ワンルームタイプ）・店舗付住宅   階建

戸数（区画数）

設 置 場 所 別添図面のとおり

開 発 行 為 該当する  ・  該当しない

着工予定年月日     年  月  日

完成予定年月日     年  月  日

ご み 収 集 所 の 概 要

排 出 方 法 設 置 数 有 効 面 積
（１）ステーション

（２）回転ドラム

（３）その他（   ）

設  計  者

または

担  当  者

住  所

氏  名

電話番号      （     ）

確 認 事 項

□ごみ収集所の設置について近隣関係者と協議し、同意を得まし

た。

 事業者と公共施設管理者        所長におけるごみ収集所の設置に関する

協議については、上記のとおり成立しました。

      年  月  日

        公共施設管理者      所長            印

備考

⑴ 案内図、配置図、ごみ収集所詳細図（平面図・立面図）、近隣関係者との協議記録（様式第２号）を添付すること。

⑵ 当該協議書及び⑴の添付書類は、２部提出すること。ただし開発行為に該当する場合は、３部提出すること。



様式第２号（第６条関係）      
協議書番号（    －    ）

近隣関係者との協議記録

建築物の所在

及び地番

協議日
※協議日が複数の場合は追記してください。

    年  月  日

協議者

例）〇〇自治会長、自治会班長〇〇氏、近隣住民〇〇氏

協議内容

例）ごみ収集所設置及び利用について相談し了承を得ました。

自治（協力）会確認欄

自治（協力）会名称                     自治（協力）会

会長氏名                 

※本人が手書きしない場合は記名押印してください。



様式第３号（第１４条関係）

ごみ収集所設置完了届

  年  月  日  

 （宛先）     所長

                事業者 住  所             

                    氏  名             

                    電話番号             
※法人の場合は記名押印してください。
法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

ごみ収集所の設置について、工事が完了しましたので、次のとおり報告します。

ごみ収集所

  １ 協議成立日         年  月  日

  ２ 協議書番号           ―    

  ３ 建築物の所在及び地番           

以下市使用欄

開発行為に 該当する ・ 該当しない

検査年月日   年  月  日

検 査 結 果 合 ・ 否

訂 正 期 限   年  月  日



様式第４号（その１）（第１６条関係）

一般廃棄物（家庭ごみ）収集所に係る申請書

  年  月  日  

 （宛先）     所長

                 申請者 住  所             

                     氏  名             

                     電話番号             
※法人の場合は記名押印してください。
法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

一般廃棄物（家庭ごみ）収集所について、近隣関係者と協議を行いましたので、次

のとおり申請します。

１ 申請理由 近隣関係者との交渉経過を含めて記入すること。なお、新設の場合

は、既存の収集所が使用できない理由を記入すること。

２ 申請区分

  上記事由により、    年  月  日から収集所の

     （１）新設   （２）変更   （３）廃止   を申請します。

３ 収集所の所在（案内図、配置図を添付してください。）

 さいたま市                          

４ 収集所の形態

（１） 道路使用

（２） 敷地内（名称又は協議書番号              ）

５ 利用戸数        戸

自治（協力）会確認欄                      

 自治（協力）会名称                自治（協力）会

 会長氏名                 
※本人が手書きしない場合は記名押印してください。



様式第４号（その２）（第１６条関係）

一般廃棄物（家庭ごみ）収集所に係る申請書

  年  月  日  

 （宛先）      所長

                 申請者 住  所            

                     氏  名            

                     電話番号             
※法人の場合は記名押印してください。

法人以外でも、本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

一般廃棄物（家庭ごみ）収集所について、近隣関係者と協議を行いましたので、次

のとおり申請します。

１ 収集品目（該当するもの全てにレ点を付けてください。）

  □もえるごみ  □もえないごみ・有害危険ごみ・資源物２類（古紙類、繊維）

  □資源物１類（びん、かん、ペットボトル・食品包装プラスチック）

２ 申請理由  近隣関係者との交渉経過を含めて記入すること。なお、新設の

場合は、既存の収集所が使用できない理由を記入すること。

３ 申請区分

上記事由により、    年  月  日から収集所の

     （１）新設   （２）変更   （３）廃止   を申請します。

４ 収集所の所在（案内図、配置図を添付してください。）

 さいたま市                          

５ 収集所の形態

（１） 道路使用

（２） 敷地内（名称又は協議書番号              ）

６ 利用戸数        戸

自治（協力）会確認欄

 自治（協力）会名称                自治（協力）会

 会長氏名                  
※本人が手書きしない場合は記名押印してください。


